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問題の所在

経済分野から政治的分野に及ぶ、飛躍的な欧

州統合に向けた欧州憲法条約の批准は、2005年

にフランスとオランダの国内投票で否決された

ことを受けて難航しつづけてきた。そして、2007

年７月の EU政府間会議で新たな「EU改革条

約案」が提出されたことを受け、同憲法条約の

成立は事実上断念されるに至った。これら一連

の展開の背景には、対外的国家主権の喪失に対

する構成国の強い危機感が存在していたといえ

る。同条約の新たな憲法概念は、平等な国民を

規律する国内基本法としての印象を払拭できな

かったのである。

他方、経済問題を背景とした人権問題の増加

は、依然として機構と構成国間の複雑な問題を

生じさせ続けている。この問題に対処すべく、

EUは旧共同体時代より基本権保障分野におけ

る機構法の欠缺を、欧州人権条約の援用を通じ

て補完しようと努めてきた。従来から、EUは自

らの基本権保障規定をもたないまま、同条約を

「法の一般原則」として適用してきたのである。

しかし、このことはまた同機構における「民主

主義の赤字」現象との関わりから、構成国の主

権侵害問題として議論されてきた。本稿では、

今回の改革条約案（2007年７月現在）を素材と

して EUの基本権保障への取組みを検証した上

で、国際機構の民主的統制に向けた基礎的課題

を考察していきたい。
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Ⅰ 欧州憲法条約によるEUの基本権保障の断

念

１ 欧州憲法条約制定までの基本権保障のあゆ

み

(1)「法の一般原則」としての欧州人権条約

冷戦期を背景として1958年に設立された旧

EC（欧州共同体）は、本来西欧地域の経済的な

統合体に過ぎなかった。また、構成国の委譲可

能な「高権的主権（Hoheitsrechte）」を一部譲

り受ける形で設立された旧共同体は、当初から

同機関と構成国との権限関係が対立していたた

め、自らの複雑な法的関係を規律する統一的な

法体系を有することができなかった 。こうした

背景から、現在まで EU法の骨格を構成してき

たのは旧 ECの法体系であり、これは主に二つ

の法構造から成り立ってきた。第１は、旧 ECの

基幹たる３共同体機関（EEC, ECSC, EUR-

ATOM）設立のための基本法（基礎法）を中心

とした「第１次法（Primary Sources）」であ

る。第２は、３機関の派生法（共同体立法）と

しての「第２次法（Secondary Sources）」であ

る 。このように、EUは現在まで自らの特定機

関に立法権限を帰着させることができず、むし

ろ特定の立法統制機関をおかずに裁判所を通じ

た厳格な事後審査が想定されてきたとされる 。

その役割を担ってきたのが、共同体裁判所たる

「欧州司法裁判所（European Court of Justice;

ECJ）」である。同裁判所の本来の任務は、EC条

約の解釈および適用についての法規の遵守を確

保することである（EC条約第220条）。その管轄

権については、契約上共同体の管轄とすると明

文で定められている場合を除けば、基本的には

国内裁判所に属する（第288条１段）。したがっ

て、ECJの扱う賠償訴訟の多くは、共同体の非

契約上の損倍賠償責任を追及するものに限定さ

れているが、同裁判所は実質的に裁判実務を通

じて、EU法の形成に深く関与してきたとされ

る。

ここにおいて、旧共同体が設立当初から構成

国に対して確保しようとしてきたのが、「国内法

に対する EC法の優位性の原理（a doctrine of
 

supremacy over national law）」であった。こ

れを受けて ECJも、初期の判決では構成国の国

内法に対する共同体法の優位性を明確に示して

きたのである 。しかし、旧 ECと構成国間の経

済問題には、広く人権問題を伴うものが少なく

なかったため、ECJに付託されてきた事件に

は、旧共同体設立当初より基本権保障問題が多

く含まれてきた。旧共同体の発展は高権的主権

の委譲を拡大させ、やがて国家にとって不可譲

な「絶対的主権(Souveranitat)」の制限問題を

も生じさせた 。これに対し、初期の ECJは共同

体法における基本権保障規定の欠缺問題への直

接的な判断を拒みつづけたため、ついに1970年

代には主要構成国の国内裁判を通じて共同体法

への不信感が明確に示されるに至った 。よっ

て、ECJが基本権問題の解決の手がかりとした

のが、欧州人権条約である。

ECJが初めて基本権に言及したのは、1969年

の“Stauder”事件判決においてであるとされる。

同判決の傍論では、「その遵守を確保する EC法

の一般原則には、人の基本権が含まれる」と判

示されている 。また、1974年５月14日の“Nold
 

v Commission”事件において、裁判所は人権保

護の淵源を 加盟国に共通の憲法的伝統」のみな

らず、加盟国が共同で作成し、または署名国と

なっている国際人権保護条約」にまで求めてい

る 。これは明らかに1950年の「欧州人権条約」

を指すものであった。同条約は、1948年に国際

連合によって発せられた「世界人権宣言」を受

けて制定された、最初の国際人権保障措置とし

て意義をもつ。ゆえに、同宣言の実施措置であ

る1966年の「国際人権規約」は、欧州人権条約

から大きな影響を受けている。次いで、ECJ
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は、75年の“Rutili v Minisuter of the Interior”

事件において旧 ECの基本的人権保護の根拠と

して、初めて明示的に判示する 。これを受けた

旧共同体の主要機関は、77年に基本的人権を尊

重する旨の共同宣言を行った 。同裁判所は、79

年の“Hauer v Land Rheinland-Pfalz”事件判

決を通じて、欧州人権条約が共同体の人権保護

の淵源であり、このことが上記共同宣言を通じ

てすでに証明されていると見なすに至る 。さ

らに、90年代にはソ連を中心とした東欧共産主

義体制の崩壊を受けて、旧 ECはこれまで以上

の経済的・政治的結束と組織の拡大を迫られる

こととなった。この段階において、旧共同体は

機構組織の改革に加えて、一層の制度的人権保

障にも取り組むことが必要となったのである。

91年に ECJは、同人権条約が共同体の基本権保

障の主要な淵源であるのみならず、同人権尊重

原理に矛盾する措置を受け入れることはできな

いと判示する 。この見解は構成国内における

旧共同体の評価を高めるとともに、新たな機構

たる EU設立に向けて構成国の国内法整備をも

促すこととなった 。

(2) EU条約および EU基本権憲章による

取組み

EUは、92年の「マーストリヒト条約（the
 

Maastricht treaty）」に基づいて翌93年に設立

された。これ以降２度の改正を経る同設立条約

は、「EU条約（the Treaty on European
 

Union）」と呼ばれる。同条約は、これまで脆弱

だった機構の一体化に向けた改革を行った。旧

EECは改称されて新たに ECとなり（EU条約

第８条A）、同機関においても、新たに三つの主

要な政治機関として「理事会（the Council）」、

「委員会（the Commission）」、および「欧州議

会（the European Parliament）」が位置づけら

れることとなった。そして、最高意思決定機関

たる「欧州理事会（the European Council）」の

政治的指針に基づいて、主要３機関が権限配分

された各分野で任務を行使することとなったの

である。これを「単一制度枠組（the single insti-

tutional framework）」という（第３条）。この

ような独特の権限配分に基づいて、形式上は「機

関間均衡（the institutional balance）」が ECに

おいては図られるに至っている 。

ここにおいて、マーストリヒト条約は初めて

基本憲章に関する規定を設置した点で大きな意

義を有する 。同条約前文は、機構設立の前提と

して「自由、民主主義、並びに人権及び基本的

自由の尊重、及び法の支配の諸原則への愛着を

確認」すると述べる。また、第Ｆ条では民主主

義に基づく構成国の主体性（第１項）を明らか

にするとともに、基本的人権を共同体法の一般

原則として基本権保障規定を設けたのである

（第２項）。第Ｆ条１項によれば、「連合は、その

統治体系が民主主義の原則に基づくとする構成

国の国家的一体性を尊重しなければならな

い 。」また、同条第２項では「連合は、欧州人

権条約が保障するとともに構成国に共通な憲法

上の伝統に由来する基本的権利を、共同体法の

一般原則として尊重しなければならない」と規

定した 。

次いで、97年には第１回改正条約たる「アム

ステルダム条約（the Amsterdam Treaty）」が

採択され、これを通じて機構の基本権保障機能

は強化されることとなった 。同改正条約を通

じて、同機構における人権保障の手がかりとな

る旧Ｆ条は、後に第６条へと改正されることと

なる 。改正後の同条第１項は、「連合は、自

由、民主主義、人権及び基本的自由の尊重の諸

原則、及び法の支配、構成国に共通な諸原則を

基礎とする」と規定された。これに伴い、国家

的な同一性または一体性に関しては、新たな第

３項において規定されることになったのであ
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る 。また、第７条が新設され、共同体の人権保

障機能の制度的な強化が試みられている。同条

第１項では、理事会に「第６条１項に掲げる諸

原則に対する重大かつ継続的違反の存在を認定

すること」を認める。その上で、第２項では理

事会を通じて違反国に対して一定の権利の停止

という、法的制裁が加えられるに至っている。

このように、EUの経済的統合の進展は構成

国間に「連合市民（Citizens of the Union）」と

しての共通意識を高めるとともに、機構による

人権保障の実効性確保に向けた歩みも進めるこ

ととなった。第１回目の条約改正以降、EUは具

体的な基本権保障規定策定に向けて取り組んで

きている。その具体案がはじめて明確に示され

たのが、99年のケルン欧州理事会である 。同会

議においては、EUレベルで保障される基本権

が憲章形式で明示的に固定されるべきであると

する見解が示されている。これを受けて、同年

末には元ドイツ連邦憲法裁判所裁判官であり、

元ドイツ連邦大統領であったヘルツォーク（R.

Herzog）を議長とした組織として「欧州諮問会

議（the European Convention）」が設置され

た。その結果、2000年のニース欧州理事会では

EC主要３機関によって「EU基本権憲章（Char-

ter of Fundamental Rights of the European
 

Union）」が宣言されるに至った。同宣言は法的

拘束力をもたないものの、将来の基本権保障条

約に向けた重要な道義的指針を示しており、そ

の後の条約改正に少なからぬ影響を及ぼすこと

となった 。

２ 欧州憲法条約による基本権保障の試みと断

念

(1) 欧州憲法条約による基本権保障の試み

しかし、EU条約を通じて機構の法制度は一

定程度の構造が確保されたものの、旧共同体時

代以上に機構の法秩序は多岐にわたって複雑化

し、新たにその整理が必要となってきた。また、

EU基本権憲章の実効性を確保するためには、

これを条約として具体化しなければならず、さ

らなる EU条約の改正を迫られた。その結果、

2001年には第２回 EU改正条約たる「ニース条

約（the Nice Treaty）」の採択を通じて、同機

構は大きな改革に着手することとなる。これが、

EU条約に代わる、新たな基本条約としての憲

法条約の制定であった 。EU設立以来の相つぐ

条約改正の結果、ニース条約では複雑化された

様々な機構構造の再編と簡略化の必要性が再確

認されたにとどまり、具体的に基本権憲章の文

言自体が条文化されることはなかった。ただし、

基本権保障の点からは、同条約中の「連合の将

来に関する宣言（Declaration on the Future of
 

the Union）」が重要である。同宣言の23におい

ては、基本権憲章の地位の問題が EUの将来に

関する議論の中で取り上げられることが明示的

に述べられている 。こうして、さらに2003年の

ニース条約発効時には、既存の諸条約を基礎づ

けるための新たな基礎条約として、すでに欧州

憲法条約の制定作業が進められていたのである。

以上を経て2002年には、欧州憲法条約草案起

草に向けた新たな「欧州諮問会議（European
 

Convention）」が元フランス大統領のジスカー

ル・デスタン（V.Giscard d’Estaing）を議長と

して設置された。同会議の構成員は、加盟予定

国を含む各国政府代表、各国議会、および欧州

議会の代表であり、基本権憲章起草過程の会議

方法を踏襲しつつ、さらに意思決定過程の透明

性と公開性の確保に努めたとされる。その結果、

2003年にいわゆる「欧州憲法条約最終草案

（Draft Treaty establishing a Constitution for
 

Europe）」が同諮問会議で採択されるに至った

のである 。ここにおいて、その正式名称が「欧

州の憲法を設立する条約」であるように、同条

約草案は国内法上と同義の憲法ではなく、むし

― ―154



ろ将来の欧州統合に向けた包括的な基本条約で

あったことが窺える。とりわけ第Ⅰ部は前文お

よび EUの構造を示す中核的な規定からなり、

その第Ⅰ編では EUの定義と目的が規定されて

いた。ただし、その後の「憲法制定」に向けた

政府間会合では、04年５月からの25カ国体制を

見越して意見対立が続き、草案承認に向けた各

国の合意形成は難航している。その最大の理由

が、EUの意思決定方式をめぐる議論であった。

このため、同草案は複数の首脳会議の議論を通

じて少なからず修正を余儀なくされている 。

そして、04年６月に欧州理事会はようやく欧州

憲法条約を全会一致で採択したのである。

ここにおいて、草案段階の総則的な基本権保

障規定は、第Ⅰ部第２編を通じて設置されてい

た（草案第７条および第８条）。そして、第Ⅱ部

においては、「EU基本権憲章」が若干の修正を

経て、具体的な基本権規定として編入されてい

る。最終的に、欧州憲法条約第Ⅰ部第２編「基

本権と連合の市民権（Fundamental Rights and
 

Citizenship of the Union）」は、「基本権（Funda-

mental rights）」を定める第９条および、「連合

の市民権(Citizenship of the Union)」を定める

第10条から構成されることとなった。わずか二

つの条文が中核規定の１編を構成していたこと

からも、これらの重要性が窺える。すなわち、

第９条１項によれば、「連合は、本憲法第Ⅱ部を

構成する基本権憲章に述べられた、権利、自由

および諸原則を認める。」これを受けた第２項前

段は、「連合は欧州人権条約に加入する。この加

入は本憲法に定義された連合の権限に影響を与

えない」と定める。これは、はじめて EUが欧

州人権条約に加入する意思を明記した条文であ

る 。

さらに同条において留意すべき点としては、

基本的人権が従来の「共同体法の一般原則とし

て尊重される」段階よりも、高い水準で位置づ

けられたことが挙げられる。すなわち、第Ⅰ部

第９条３項は「欧州人権条約が保障するととも

に構成国に共通な憲法上の伝統に由来する基本

権は、連合法の一般原則を構成する」と規定す

るに至ったのである 。これは、基本的人権に関

する法原則が、EUで最も強い効力をもつ法原

則のひとつとして認められることを意味した。

こうして、EUは同憲法条約によって、自らの基

本権保障規定を有することを予定していた。し

かし、欧州憲法条約は、2005年にフランスとオ

ランダでその批准が否決された後、07年７月の

EU政府間会議（IGC）において新たな EU条約

改正案（改革条約案）が提出されたため、事実

上その成立が断念されることとなった。ここで

は、基本権保障の観点から、同憲法条約におけ

る法的問題について若干の検証を試みたい。

(2) 欧州憲法条約の問題点

a．適用法規をめぐる形式上の問題点

今日まで基本権保障規定をもたない EUは、

欧州人権条約を EC法の一般原則として尊重し

ようとしてきたものの、機構としては欧州人権

条約に加入しておらず、同条約を EU法全体の

水準で直接的な基本権保障規定と位置づけるま

でには至らなかった。ゆえに、1996年に欧州理

事会は、中核機関たる ECが欧州人権条約に加

盟する際の法的問題への意見を ECJに求めて

いる。同裁判所の勧告的意見によれば、「基本的

人権が当裁判所の遵守する法の一般原則の不可

欠な部分を形成することは、十分に確立してい

る。」基本的人権の尊重は EU構成国に共通な法

の一般原則であり、共同体行為の合法性にとっ

て必要な条件である。ただし、ECが欧州人権条

約に加盟するには二つの法的問題が存在する。

第１に、同条約締結の前提となる EC自身の権

限が欠如している。すなわち、ECには基本的人

権についての立法権限が一般に欠如しており、
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この分野での対外的権限も存在しない。第２に、

ECの基本条約と欧州人権条約は根本的に立法

趣旨が異なっている。よって、例えば ECJと欧

州人権裁判所の管轄権の問題については、具体

的な提案と充分な情報が得られない限り、回答

ができない 。このことから、第１の条約締結権

問題については、欧州憲法条約第Ⅰ部第９条２

項を通じて解決に向けた大きな進展が期待され

ていた。

しかし、機構の欧州人権条約への加入によっ

ても、第２の管轄権問題の十分な解決には至ら

なかったであろう。なぜならば、この問題は根

本的な立法趣旨に関する相違点であり、条約実

施目的の本来異なる欧州憲法条約と欧州人権条

約を同一水準で論じることが極めて難しいから

である。また、仮に条約に加入した場合におい

ても、ECJと欧州人権裁判所をめぐる管轄権の

競合問題は避けられなかったであろう。むしろ、

第９条２項後段によれば、同条約への EUの加

入は憲法条約上の権限に影響しないため、同条

約の実施をめぐる問題は実質的に ECJが欧州

人権裁判所に優位して判断できることとなる。

さらに、EU基本権憲章を欧州憲法条約に編

入することに伴う問題点は、未解決のまま残さ

れていた。同憲法条約は、第Ⅰ部第９条１項を

根拠に、第Ⅱ部に「EU基本権憲章」を条文とし

て編入した。これによって、人権保障の法的根

拠として初めて基本憲章は認められることにな

り、EUの人権保障はより実効的に確保される

はずであった。しかし、同憲章は編入に向けた

前文の一部と一般規定の一部が修正された以外、

ほぼそのままの形で憲法条約の一部となったた

め、既存の EU基礎法との重複が新たに生じて

しまったのである。この問題は特に EC法分野

に関連して顕著であったが、にもかかわらず、

憲章および EC条約における文言の反復は受け

入れられるべきであるとされた。その根拠とし

て、編入に伴う作業部会では、反復的表現が法

的理由からは避けられないものであり、参照条

項が両立性を確保すれば有害ではないといった

見解が挙げられていた 。

また、当該権利の認定要件および実現範囲等

についても、新たに基本権憲章部分と既存の

EU諸条約との間での調整が十分に図られてい

なかった。憲法条約への編入以前には、基本権

憲章第52条２項において、「本憲章が認める権利

で EC諸条約や EU条約に基づくものについて

は、これらが定める要件と範囲の中で行使され

る」と規定されていた 。憲法条約編入の際に

も、当面は同条約第Ⅱ部第112条２項を通じて、

問題調整が図られようとしていたにすぎない。

結局、第２項は「この憲章の認める権利で本憲

法上の他の部において規定されているものは、

これらの関連部が定める要件と範囲の中で行使

される」と規定されるに至る 。しかし、これは

編入前における「条約」の文言を「憲法」に読

み換えたにすぎなかった。こうして、不十分な

憲法条約規定が既存の諸条約を実質的に優先さ

せ、これらに当該人権の要件と範囲を委ねたま

まとなっていたのである。

b．主権委譲をめぐる実質的な問題点

さらに、欧州憲法条約の批准が断念された実

質的な理由としては、EUにおける「憲法」概念

の特殊性が構成国に十分理解されることなく、

国内法上の「憲法」と同義に解されてきたこと

が挙げられよう。従来の国際機構とは異なり、

旧共同体設立に向けて対外的主権を一部委譲せ

ざるを得なかった構成国に対し、憲法という用

語はより慎重に用いられるべきであった。それ

は、機構における「民主的正統化（democratic
 

Legitimation）」の問題と深く関わっている。従

来から、EUでは機構の中心機関たる EC内に

おける民主主義のあり方をめぐって、「民主主義
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の赤字（democratic deficit）」と呼ばれる現象

が指摘されてきていた 。その概念は一義的で

ないが、一般には普通選挙によって選出された

議会が行政府を統制することが民主主義の制度

的保障であるにもかかわらず、ECの政策決定

に欧州議会や構成国議会が十分に統制できてい

ないことが、民主主義の赤字とされてきたので

ある。

一般に、欧州市民社会の国内憲法秩序を支え

てきたのは民主主義原理であり、多くの国家で

は「個人の尊厳」の確保を究極の価値原理とし

て、憲法を通じた「立憲民主主義」が基調とさ

れてきた。近代以降の市民社会における「民主

主義」とは、自由主義的な市民を前提とした治

者と被治者の同一性原理を意味するとされる 。

「自由主義」とは、自律した人格の担い手として

の市民に、個人としての自己決定権の自由を認

める考え方である。そして、立憲民主主義の貫

徹のために必要とされた派生原理が、「人権保

障」、「権力分立」に次ぐ「国民の国政参加の保

障」原理であり、これは今日の「国民主権原理」

へと通じている。国民主権原理とは、国家にお

ける国民の最高の意思決定権を意味し、今日で

は全国民が憲法を制定するという「正当性」の

契機と、制定後も有権者が統治のあり方を検証

するという「権力性」の契機を含むと解されて

いる 。

これに対して、従来まで国際法上の民主主義

については、独立した主権国家間の平等という

観点から、主に国連等の国際機構内部における

加盟国の平等が論じられてきたにすぎなかっ

た 。しかし、EUへの加盟に伴う1992年のドイ

ツ連邦憲法裁判所判決（マーストリヒト判決）

が示唆しているように、今日では EUの民主性

を支える上で、権力性の契機は機構と構成国の

関係にも必要な要素として捉えることができる。

すなわち、EU設立後も構成国には同機構に対

する権力性行使の手段が与えられ、これを通じ

て機構の民主的運営に向けた正統化が図られな

くてはならないのである。その際、特に民主的

正統化の根拠として重視されたのが、同機構を

貫く「補完性（subusidiaity）原則」の遵守であ

る（EU条約第２条、EC条約第５条）。また、こ

れを裏づけているのが、「加盟国の国家的同一性

の尊重」を明記した EU条約第６条３項である。

すなわち、その専属的管轄事項を除けば EUの

目的達成は構成国主導で行われるのであり、同

機構はあくまでも自らに与えられた権限と目的

の範囲内でのみ行動しなければならない 。補

完性原則は欧州憲法条約第Ⅰ部第３編（連合の

権限）ではより強い位置づけが図られようとさ

れ、第11条１項、３項および「補完性原則及び

比例性原則の適用に関する議定書」に規定され

ていた 。

しかし、これまで一般に「EU憲法」と称され

てきたにもかかわらず、同憲法条約による機構

体系は依然として構成国による民主的統制の要

請を充たすことができなかった。EUの権限を

強化するにあたり、同憲法条約第Ⅰ部第６条は

EU法が構成国の国内法に優越することを規定

したが、このことによって、むしろ機構の構成

国に対する優越性に対する危惧は高まり、一定

の強国による主導的な機構運営が懸念された 。

その主たる理由の一つが、前述した基本権保障

規定の整合性問題であったといえる。したがっ

て、EUの主導国たるフランスとオランダの国

民が批准を否決したことは、他の構成国にとっ

てきわめて複雑な意味をもっていたといえる。

本来、「憲法(constitution, Verfassung)」と

いう用語とは、本来は国家の基本法を意味する

とともに、より一般化された組織体法という意

味も兼ね備えた法概念を表している。国家の基

本法としての憲法は、当該国家について対内的

および対外的な政治のあり方を統一的に規律す
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るものである。よって、国内社会は、基礎法た

る憲法に基づいて演繹的に派生法たる法律等が

制定され、集権的な統治構造が成立してきたの

である。これに対して、組織体法としての憲法

とは、基礎法の側面をもちつつも対象を国家に

限定せず、各組織団体の内部構造や対外関係を

緩やかに基礎づけることになる 。そして、本来

の欧州憲法条約のあり方は、後者の立場から捉

えたものであった。事実、欧州統合に関する条

約の再編と簡略化を主たる内容としていたとお

り、同憲法条約が本来目指していたのは「欧州

超国家(ein europaischiser Superstaat)」では

なく、並立した主権国家間を結ぶ国家横断的ま

たは貫国家的な国際機構であったといえよう 。

Ⅱ EUの基本権保障に向けた改革条約案の意

義と問題点

１ EUの基本権保障に向けた改革条約案の意

義

(1) 改革条約案の背景と意義

したがって、2007年前半の欧州理事会の議長

国ドイツは、現行の基本条約の枠組みを維持し

つつ、状況を打開する方針を明確にした。これ

が、欧州憲法条約の断念と現行の EU条約の大

改正である。６月には、EU外相理事会がルクセ

ンブルクで開催され、ニース条約改正の方針は

基本的に合意に達したとされる 。ただし、ドイ

ツの強い方針によれば、発効は断念しつつも、

欧州憲法条約の重要項目については改正後の基

本条約でも維持されるべし、とするものであっ

た 。このため、大国に有利とされた「二重多数

決方式」をはじめとして、いくつかの問題点も

そのまま踏襲されることとなった。これらの多

くは構成国間の力関係を反映せざるを得ない内

容であり、「EU基本権憲章」の条約への編入（挿

入）問題も同様に踏襲されている 。また、機構

の民主的統制にとって重要課題であるにもかか

わらず、直接選挙で選出される欧州議会の権限

強化の問題も未解決であった。しかし、ニース

条約の対象とした構成国数（27カ国）に至った

07年段階では、憲法条約問題の打開が最優先課

題であるとして、引き続き６月にブリュッセル

で行われた欧州理事会において、現行の EU条

約の改正に着手することが正式に承認されたの

である 。

EUの新基本条約草案たる「EU改革条約案

（draft reform treaty）」は、未発効となった EU

憲法条約に代わって、EUをより民主的かつ効

率的に運営するための改革条約案である。その

骨格としては、EUの機構改革をはじめとした、

司法･内閣分野での協力の強化、及び欧州議会の

権限強化等が注目されている。これらは、すで

に欧州理事会で示された解決案をほぼ踏襲する

ものであり、外交･安全保障担当の上級代表と常

任議長職の設置、2014年以降における欧州委員

会の委員数の削減等が予定されている 。さら

に、人権保障分野では、同憲法条約に引き続き

EU基本権憲章に対して法的拘束力が与えられ

ている。

その後、７月には EU改革条約に関する「政

府間会議（Intergovernmental  Conference；

IGC）」が開催され、議長国ポルトガルから改革

条約案が配布される運びとなった 。IGCは、欧

州理事会より改革条約の条文策定の権限を付与

されており、同年10月までを目処として条文策

定完了が予定されている。これによって、拡大

EUの効率と民主的正統性の強化が実現される

ことが期待された。新条約は、2009年に開催予

定の次期欧州議会選挙までに全構成国が批准す

ることとなっている。したがって、以下の本稿

における考察対象となる改革条約案とは、2007

年７月23日現在の段階で EU政府間会議に提出

された草案段階の文書である 。

また、EU改革条約案の発効は、欧州全体の国
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際人権保障機構である、「欧州審議会（Council
 

of Europe；CE）」と欧州人権条約加盟国の要請

にも応えるものといえよう。すなわち、欧州憲

法条約と時期を同じくして署名された欧州人権

条約第14議定書（未発効）においてもまた、EU

の役割が同条約への「加入」という形で期待さ

れているのである。1998年発効の欧州人権条約

第11議定書は、欧州における人権保障制度の抜

本的改革を目指して新たな人権裁判所を発足さ

せ、従来の人権委員会の機能を人権裁判所に統

合させて強化した 。しかし、同議定書の発効後

も事件の急増傾向が止むことはなく、人権裁判

所の処理能力の限界を超えた状況の改善に向け

て、引き続き改革が必要とされてきている。そ

の後、2000年11月の「欧州人権担当大臣会合」

における決議を受け、翌01年には閣僚委員会を

通じた調査報告に基づく改革の検討が進められ

た。そして、2003年５月には欧州審議会人権運

営委員会作成の報告書に基づいて「人権裁判所

の長期的実効性の確保」に関する宣言が採択さ

れた。その結果、2004年５月には欧州人権条約

第14議定書が、CE閣僚委員会会合で正式に採

択されるに至ったのである。同議定書は、欧州

人権条約の全締約国が批准を完了した時点で発

効することとなる 。ここにおいて、とりわけ注

目すべきは、EUと欧州人権条約に関する新た

な規定が設けられている点である 。同議定書

第17条１項によって同人権条約第59条は改正さ

れ、新２項が挿入される。改正後の同人権条約

第59条２項では、「欧州連合は、この条約に加入

することができる」と規定された。これによっ

て、同条約への将来に向けた EUの加入の途が

開けたのである 。

このような欧州人権条約をめぐる新たな動き

に対応する形で、EU改革条約案にはいくつか

の注目すべき改正点が窺える。まず、「前文」に

おいて、欧州人権条約前文に対応する文言の挿

入が予定されている。ここでは、「不可侵で奪い

がたい人間の権利、自由、民主主義、平等及び

法の支配という普遍的な価値を発達させてきた、

ヨーロッパの文化的、宗教的、及び人道主義的

遺産から示唆を得て」という一節が挿入される

ことになる 。次に、新たな第２条として、「連

合の価値（The Union’s values）」が設置され

る。同条前段では、連合が「人間の尊厳、自由、

民主主義、平等、法の支配の尊重、及び少数者

に帰属する人格的権利を含めた、人権の尊重に

基づいて設立される」とする。また後段では、

「これらの価値は、多元論、非差別、寛容、正

義、至高性及び男女間の平等が普及している社

会に存在する構成国にとって共通である」とす

る 。この条文は、欧州憲法条約第Ⅰ部第２条を

受けた規定であるといえる。さらに、目的条項

としての現行第２条を受けた改正第３条は、第

１項で「連合の目的は平和、その価値、及び人々

の安寧を促進することである」と定めた。これ

を受けて、第３項３段では、連合が「社会的排

除及び差別と戦い、社会的正義及び保護、男女

間の平等、世代間の結束、並びに子どもの権利

の保護を促進しなければならない」とする 。そ

して、第５項では、「より広範な世界との関わり

から、上記の諸価値及び利益を支持かつ促進し、

また連合市民の保護に貢献しなければならな

い」と規定した 。これらの前文および総則的な

諸規定からも、基本権保障を通じて政治的結束

を強く目指す EUの姿勢が、再び見出せるので

ある。

(2) 条約案第６条の役割

ここにおいて、改革条約案第６条は EU条約

第６条を踏襲した内容であり、未発効となった

欧州憲法条約第Ⅰ部第９条と深い関連性をもつ。

第６条は「基本的権利（fundamental rights）」

を定め、全体で３項からなる。
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第１項：「連合は2000年12月７日の基本権憲

章が提唱した権利、自由及び原則について、

（2007年…に）適用されたことにより、諸条約と

同価値を有するものとして認める 。

同憲章の規定は、いずれの場合にも諸条約が

定義する連合の権限を越えてはならない 。

同憲章における権利、自由及び原則はその解

釈及び適用について規律する同憲章第Ⅶ編の一

般規定に従うとともに、同憲章において関連し

た説明で、これらの規定の淵源を述べたものに

相当な考慮を払って解釈されるものとする 」。

第２項：「連合は欧州人権条約に加入する。

この加入は条約が定義する連合の権限に影響し

てはならない 」。

第３項：「欧州人権条約が保障するとともに

構成国に共通な憲法上の伝統に由来する基本権

は、連合法の一般原則を構成する 」。

このように、欧州憲法条約第Ⅰ章第９条と比

べて、本条約案第６条では、第１項に最も大き

な変化が見られる。これに対して、第２項では

若干の変化が見られ、また、第３項の文言に変

化はない。第１項に関する特徴は、EU基本権憲

章が EU条約の条文規定としては直接挿入され

ないとする点が挙げられよう。すなわち、同項

第１段によれば、同憲章は法的拘束力をもたな

い宣言として、文言上「諸条約と同価値を有す

る」ものとして認められるにすぎない。これは

形式上、同憲章への依拠を通じても、EUが基本

的人権という国家の主権的要素に対して権力を

直接には行使しえないという意味をもつ。

また、同項第２段および第３段は欧州憲法条

約に対応した条文をもたない新設規定であり、

同憲章の援用についてさらに要件を付加する意

味をもつ。第２段によれば、仮に諸条約と同価

値を有したとしても、同憲章上の規定の効力は

諸条約に優先して機構に権限を付与してはなら

ないことになる。その上で、第３段により、具

体的な「権利、自由および原則」は、これらを

規律する同憲章第Ⅶ編の一般規定に従うととも

に、これらの規定の淵源に触れた関連説明に十

分な考慮を払って解釈されなければならない。

こうして、EU基本権憲章は、複数の要件を充た

すことによってようやく解釈の段階に至るので

ある。今後の条約策定過程では、とりわけ同価

値という文言が意味する具体的な効力が問われ

ることとなろう。

次いで、同条第２項では欧州憲法条約と同様

に、欧州人権条約への加入に向けた強い意思表

示が規定されている。同憲法条約の草案段階で

は、条約加入を将来に向けて求めなければなら

ないという表現であったが、後に「求める

（seek）」という表現が削除されたために強い

「命令（shall）」の意味が強調され、より切迫し

た必要性が現れている。同機構による欧州人権

条約への依存度が高まり、すでに「共同体法の

一般原則としての尊重」を介した同条約の援用

が限界に来ていることが窺えよう。ただし、憲

法条約と同様に、後段ではこの加入が既存の諸

条約で定義された機構の権限を越えてはならな

いことが規定されている。さらに、第３項は憲

法条約とほぼ同様の文言で、「法の一般原則」が

定義されている。改革条約を通じて、ようやく

基本的人権は EUという機構全体の水準におけ

る法の一般原則を構成することになる。その結

果、実質的に EU条約は自らの基本権保障規定

を有することができるのである。

２ 機構に対する民主的統制と欧州人権条約の

援用問題

(1) EUの民主的統制と補完性原則

また、同改正条約案には、EUの目的と権限を

基礎づける「補完性原則」についてより明確な

位置づけがなされている。現行の EU条約第２

条最終段落及び EC条約第５条を根拠規定とし
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て、同原則は EUの民主的正統化に向けて最も

重要な役割を担ってきた。その役割は改革条約

案においてより強く踏襲されており、同原則に

関する規定がより多く設けられるに至った。

もっとも、現行第２条を改正した改正条約案

第３条（連合の目的）において、補完性原則は

直接的に規定されていない。むしろ、はじめに

規定されたのは、本来は同原則の後に続いて

EUの目的達成に関わる「比例性（proportiona-

lity）」原則である 。同条第６項では、「機構

は、諸条約中に自らに与えられた権限に比例し

た適切な手段を通じてその目的を追求する」と

定める 。また、同規定に対応する表現が、現行

第３条を改正した改正案第４条（機構及び構成

国間の権限）１項において現れている。同条項

によれば、「［第Ⅰ編-11］条に従って、連合に与

えられない権限は構成国に残るものとする。 」

こうして、補完性原則に基づく EUの権限内容

が示される以前に、目的に応じた手段の必要性

を説く比例性原則が規定されたため、むしろ後

者の原則が強調された印象を受ける。

したがって、改正条約案第５条（権限に関す

る基本的原則）は、現行第４及び第５条を改正

した形となり、補完性原則が明文として規定さ

れている。新たな第５条１項では、「連合の権限

の限界は権限付与(conferral)の原則によって

規律される 」。そして、同条第３項において「補

完性」の文言が条文規定として用いられている。

同項第１段は「連合は補完性の原則に基づいて、

自らの排他的権限に属しない領域において、提

案された行動の目標が構成国によっては中央並

びに地域及び地方水準では十分に達成しえず、

規模又は提起された行動の実効性を根拠に、む

しろ自らによって当該目的が達成しうる場合に

おいてのみ行動しなければならない」と定め

る 。

さらに、第５条３項２段によれば「連合の諸

制度は、補完性及び比例性の原則の適用に関す

る議定書に規定された補完性の原則を適用しな

ければならない。諸国内議会は、当該議定書に

述べられた手続きに従って当該原則の遵守を確

保しなければならない 。」これは、連合のみな

らず連合の構成国にも、同原則の実効性の確保

を義務づけたものといえる。そして、同条第４

項では「比例性原則に基づき、連合の行動の内

容及び形式は、諸条約の目標達成に必要な程度

を超えてはならない」と規定する 。これらの規

定は、連合の行動を構成国によって統制しよう

とするものであり、民主的正統化を保障した規

定といえる。

(2) 欧州人権条約の援用をめぐる問題

しかし、改革条約の発効を通じても、基本権

保障を民主的に実施する上では多くの課題が残

されている。これは、EUの機能をいかに構成国

が民主的に統制していくかという問題に通じる

といえよう。本稿では、特に「国内公法の国際

法への援用」の点から、基本的な問題点を指摘

しておきたい。

既述のとおり、欧州人権条約と EU条約の媒

介となってきたのは構成国内の共通な法原則を

媒介とした「法の一般原則」という概念である。

ただし、同原則を人権保障分野に援用すること

には、従来から問題点が指摘されてきた。その

根源には、同原則が実定国際法学における原義

からは飛躍した意味で用いられることが指摘で

きよう 。本来、実定国際法上の「法の一般原則」

とは、国際裁判における適用法規不在による「裁

判不能（non liquet）」を避けるために導入され

た国内法原則を意味する。同原則は、国際裁判

において適用すべき条約および慣習国際法が不

在の際の補完的な裁判基準として、1920年の常

設国際司法裁判所（PCIJ）規程第38条の３に、

初めて明文上の規定として導入された 。現在、
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これを踏襲した現在の国際司法裁判所（ICJ）規

程第38条１項 cにおいて、同原則は「文明国が

認めた法の一般原則（general principles recog-

nized by civilized nations）」と規定されてい

る 。そして、同原則の歴史的起源をたどるなら

ば、これを欧州統合の基盤となる旧文明国たる、

「ヨーロッパ・キリスト教文明国に共通な国内私

法原則」として、「ローマ市民法（jus civile）」

に求めることができるのである。ヨーロッパ公

法を出発点とする一般国際法実務において、国

内私法原則は独立した国家間の関係を対等な私

人関係に喩える形で類推適用されてきた 。特

に、国家間紛争の結果生じた賠償責任の解除に

関する内容は、長い国際裁判を通じて国内私法

上の原則の援用を通じて徐々に具体化されてき

たといえる 。ただし、「文明国が認めた法の一

般原則」は、文明国概念の偏狭性や一般原則の

抽象性ゆえに、国際司法裁判の歴史において直

接的な判決の淵源としては用いられてこなかっ

た 。

他方、旧共同体法時代から、EUは統一した体

系をもたない機構法の欠缺を補充する目的で、

多岐の機構法分野にわたって国内法の類推に依

拠してきた。ここでは、一般国際法分野におけ

る以上に、法の一般原則が発展的に用いられて

いることが分かる。しかし、同原則を通じた機

構法の欠缺補充という事実は、依然として統一

的な法体系をもたない EU法構造の欠陥をも露

呈し続けてきたのである。例えば、補完性原則

や比例性原則のような「EU法秩序に内在する

原則」は、法の一般原則の中でも最も強い効力

が認められているものの、「共同体法の大部分は

行政法であるゆえに、最も重要な原則のいくつ

かは、フランス及びドイツの高度に発達した行

政法からとられて」おり、また「イギリスで発

達した自然的正義(natural justice)の原則から

も採用している」と指摘されてきた 。ここで援

用される国内法原則は私法原則ではなく、主に

統治権の行使に関わる点で国内公法上の原則で

ある 。さらに、法の一般原則を EUの基本権保

障の分野に拡大することは、同機構の民主的正

統性の確保にとってむしろ負の要因に働く可能

性を強く含むこととなろう。なぜならば、基本

的人権の保障に適用される同原則は国内公法原

則であるのみならず、国家における不可譲の要

素となりうるからである。絶対的主権の要素を

強くもつ基本的人権にまで高権的主権の範囲を

急速に拡大することは、構成国における EUの

民主的な統制機能を損ねることに通じる。その

ことはすでに、基本権保障をめぐる「法の一般

原則」と既存の EU法が衝突した裁判事例から

も明らかにされてきているのである 。

例えば、1994年の“X v Commission”事件は、

条約や慣習国際法によらずに、法の一般原則に

よって直接的に構成国の主権が制限された事例

である 。本件では、ECの職員の採用に関し

て、応募者の「プライバシー(privacy)権」保護

と健康診断実施による「共同体の一般的公益

（general public interest）」が衝突した。ECJ

は、欧州人権条約第８条および共同体加盟国共

通の憲法の伝統に照らして、プライバシー権を

共同体の法秩序が保護すべき基本権のひとつで

あると認めた。しかし、裁判所は共同体の目的

である一般的な公益に合致し、保護されている

権利の本質を侵害しない限り、基本的な権利に

制限を設けてもよいと判断した。結論として、

「比例性（proportionality）」原則を根拠に、プ

ライバシーの制限が共同体の目的にかなった手

段であることが認められたのである。ここでは

法の一般原則をめぐる問題が、さらに上位と見

なされた法の一般原則の適用を通じて裁決され

ることとなった。こうした事例に照らすならば、

改革条約の発効後も、ECJが国内法に対する

EU法の優位性を確保する目的で、恣意的に国
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内公法の一般原則を適用する可能性は否めない

といえる。

さらに、改革条約に予定された法の一般原則

とは、欧州人権条約で保障されるとともに構成

国の共通の憲法的伝統に由来するものでなけれ

ばならない。しかしながら、主要構成国におけ

る主たる欧州の概念とは、依然としてキリスト

教的な旧ヨーロッパ文明国を意味しており、構

成国共通の憲法的伝統の背景にはローマ市民法

という法文化的要素が念頭とされているように

窺える 。ゆえに、今日、EUとの関わりを強め

たいとする近隣イスラム諸国が増加する中で、

改正条約案第６条３項の要件は保障対象とする

人権内容をむしろ狭めている印象を受ける。例

えば、トルコの加盟が難航している理由には、

同国内の民族問題のみならず同国のイスラム法

文化を容認することへの懸念も窺えるのである。

改革条約の策定と批准を通じて、既存の EU諸

条約と構成国の国内法との矛盾を調整するとと

もに、拡大 EUを支える「欧州」概念の見直し

が求められこととなろう。

かつて、欧州憲法条約第Ⅰ部第Ⅸ編は、本機

構への加盟資格について規定するとともに第60

条１項において、構成国が国内憲法上の要請に

基づいて、自らの意思で連合から脱退する権利

を初めて認めた 。同様に、改正条約案では「連

合からの自発的な脱退（Voluntary withdrawal
 

from the Union）」を、新設の第35条で定めて

いる。同条第１項によれば、「各加盟国は自国の

憲法上の要請に基づいて連合からの脱退を決定

することができる 。」ここにおける憲法上の要

請とは、主に当該国家における絶対的主権の要

素が損なわれるおそれが生じた際に、行われる

こととなろう。これは機構に対する民主的統制

が断念された場合に、構成国のとりうる最終的

な措置を意味することとなる。EU条約として

脱退条項の新設を余儀なくされた同改革条約案

からは、依然として不安定な同機構の民主的統

制に対する、構成国の厳しい評価が表れている

といえる。

小結

今回の EU改革条約案を検証する限り、各構

成国が機構の民主的正統化に対する懸念を依然

として払拭出来ていないことは明らかである。

それは、構成国の高権的主権の拡大に対する懸

念でもある。そして、これらの重要な要素が機

構における基本権保障問題であったといえる。

他方、第二次世界大戦後の国際人権保障のあゆ

みに照らすならば、人間の尊厳の確保は人類共

通の利益に関わる「国際関心事項」であるのみ

ならず、時に国連を通じて「国際管轄事項」と

しても把握されるに至っている。この観点から

すれば、EUの人権保障制度の強化は望ましい。

問題は、固有性と普遍性を有する人権保障のあ

り方が、権力性の要素を付与された構成国を通

じて、機構内の補完性原則の徹底とともにいか

に民主的に確保されるかである。よって、この

問題の検証はまた、EUにおいてのみならず補

完性原則を軸とした国際機構の民主的正統化に

向けた課題の検証へと通じることとなろう 。

基本権保障の明文規定を欠いてきた EUにと

って、「法の一般原則」への依拠は、飛躍的に同

機構への信頼を確保する手段ともなりえる。そ

の際に、法の一般原則という概念は、国内法と

国際法の対立点を止揚しつつ国際法優位の一元

論の実現に向けて寄与することとなろう。しか

し、一般国際法の分野において、現在まで二次

的な裁判基準としての立場に置かれてきた法概

念に、極端に依拠することの危険性も強く指摘

される。国際機構と締約国の関係においては、

常に政治的および経済的に優位に立つ国家が実

質的に機構の主導権を握ってきた。国内公法の

「法の一般原則」概念が過度に援用されること
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は、一部の有力な締約国の国内法原則が、他の

締約国の合意を経ずに援用される可能性を開く

ことに通じる。いわば、行過ぎた権力性もまた

国際社会の民主的統制を損ねる要因となりうる

のである。この点において、一般国際法分野に

おける次の指摘は傾聴に値しよう。すなわち、

法の一般原則の「主な機能は、頻繁に適用され

る法の淵源としてよりも、むしろ残しておくべ

き『安全弁（safety-valve）』という点にある 」

といえる。今後とも EUにおける国際立法過程

の中で、個々の国内法原則の果たす役割を検証

していくとともに、この先駆的な試みを未成熟

な国際社会における一般国際法の形成に向けた

示唆として捉えていく必要があろう 。
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585；田畑茂二郎・太寿堂鼎編『ケースブック

国際法（新版）』有信堂、1987年、25頁以下；

伊藤洋一「EC法の国内法に対する優越（1）」

『法学教室No.264』、2002年、107頁以下）。

拙稿「欧州の基本権保障と「法の一般原則」」

『敬和学園大学研究紀要９号』2000年、165頁

以下。

特に重要なのが、ドイツ連邦憲法裁判所にお

ける、1974年５月29日決定“solangeⅠ Besch-

luß”である。本件では旧 EC法による貿易統
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制の違憲性が争われている。「連邦憲法裁判所

（Bundesverfassungsgericht）」は、共同体法

に基本権規定が含まれていないことを理由と

して、それができるまでの間は同裁判所が違

憲審査権をもつことができると判示した。旧

共同体発足以来の主要国ドイツが、最上級の

国内裁判所たる連邦憲法裁判所を通じて基本

権分野における共同体法の優位性を明確に否

定したことは、国内外できわめて深刻に受け

とめられた（Schweitzer,a.a.O.,S.217f.；

vgl.Entscheidungen des Bundesverfassung-

sgerichts(BVerfGE)22,S.293ff.；川添利

幸「欧州統合とドイツ憲法」『国際社会におけ

る法の普遍性と固有性』、中央大学出版部、

1995年、180頁以下）。

伊藤洋一「EC法の国内法に対する優越（3）」

『法学教室No.266』、2002年、121頁；see,

Case 29/69Erich Stauder v City of Ulm-

Sozialamt［1969］ ECR419(para.7).

Lammy Betten & Nicolas Grief,EU Law
 

and Human Rights,1988,p.59,；山根裕子、

『ケースブック EC法』東京大学出版会、1996

年、95頁；デイビッド・A Oエドワード&ロ

バート・Cレイン（庄司克弘訳）『EU法の手

引き』国際書院、1988年、79頁；see,Case4/

73Nold v Commission［1974］ ECR 491.

See, Case 36/75Rutili v Minister of the
 

Interior［1975］ ECR 1219.

See, Official Journal of the European
 

Community(OJ)1977C 103/1.

Betten/Grief,op.cit.,p.60；see,Case44/79

Hauer v Land Rheinland-Pfalz ［1979］

ECR3727）.

W.Cains,Introduction to European Union
 

Law,1997,p.78；see,Case260/89［1991］,

ECR,Ⅰ-2925,2963-64.

ドイツ連邦憲法裁判所は、その後の国内裁判

を通じて段階的に EU法に対する評価を高め

る判断を示していく。まず1979年の決定

（Vielleicht-Beschluß）では、ECの第１次法

に対するドイツの違憲審査権を否定した。こ

れにより、連邦憲法裁判所の違憲審査権はＥ

EC条約には及ばず、派生法にまで限定され

ることになった。次に、1986年には EC法によ

る輸入規制法規の違憲性を争点とした決定

（solangeⅡ-Beschluß）において、最も効力の

強い EC派生法である「規則」に対する違憲審

査権を放棄した。この段階で、裁判所は従来

の立場を変更し、基本権規定を持たない共同

体にも実質的にドイツの水準に見合う基本権

保障を行えればよいと判断している（川添利

幸、前掲論文、181頁；石川敏行「ドイツ法」

『比較法研究54巻』、1992年、有斐閣、34頁以

下；vgl. BVerfGE 52, 187；BVerfGE 73,

339）。

さらに、マーストリヒト条約の発効に先立

ち、1992年にドイツでは基本法第23条［欧州

連合のための諸原則］が新設された。ここに

おいて、EUが「民主的、法治国家的、社会的

および連邦的な諸原則ならびに補完性の原則

に義務づけられており、本質的にドイツ基本

法に匹敵する基本権保障を有していること」

が、国内憲法水準ではじめて認められた。「こ

のために、連邦は、連邦参議院の同意を得て、

法律により主権（Hoheitsrechte）を委譲する

ことができる」（Vgl.Jarass/Pieroth,a.a.O.,

S.536ff.；樋口陽一・吉田善明編、前掲書、188

頁以下）。

理事会は、「閣僚理事会（the Council  of
 

Ministers）」または「EU理事会（the Council
 

of the European Union）」とも呼ばれる。本

機関は EU及び ECにおける立法及び政策決

定の中心的機関であるが、単一の編成ではな

くさまざまな分野ごとの理事会として存在す
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る。理事会は、各構成国の閣僚級の代表によ

って構成される（第203条）。ドイツのような

連邦制を採る加盟国では、州政府の権限に属

する事項（教育・文化の分野等）について州

代表が加盟国を代表することが可能である。

また、特に重要な問題については、加盟国首

脳で構成される首脳理事会が開催されて決定

が行われる。理事会は EU条約第６条１項に

対する違反の有無について認定し、当該構成

国に対して勧告を行うことができる。

委員会は、「欧州委員会（the European
 

Commission）」とも呼ばれる。その任務は、

共同市場の適正な運営及び発展を確保するこ

とを目的としている。具体的には、EC諸機関

が採択した規定の適用を監督すること、EC

条約の対象となる事項に関して、勧告又は意

見を表明すること、独自の決定権を行使し、

かつ理事会及び欧州議会の議決の準備に参加

すること、及び、理事会決定による諸法規を

実施するために、理事会から付与された権限

を行使すること（第211条）である。委員は独

立した立場から共同体の一般的な利益のため

に任務を遂行することを必要とする（第213条

１項、２項）。

欧州議会は1953年に設立され、現在は EU

の活動を民主的に統制する為の一機関として、

機構における立法過程の一部を構成している。

議会は直接選挙を通じて選ばれた加盟国国民

の代表によって構成される（EC条約第189

条、190条１項）。任期は５年である（第190条

３項）。議会の主な権限としては、個々の程度

の差はあるものの、EU予算決定権、EU法制

定権、欧州委員会の承認権、及びオンブズマ

ン任免権等が挙げられる。

なお、EU全体の主要機関として「欧州理事

会（the European Council）」が存在する。同

委員会は現在、EU加盟国の元首または首相、

および委員会委員長で構成されることとなっ

ている（EU条約第４条）。1960年代以降に不

定期に開催されてきた EU加盟国「首脳会議」

は、1974年に定期化されて欧州理事会と呼ば

れることとなった。1985年の単一欧州議定書

を通じて、同理事会は共同体の公式機関とな

る。さらに、EU設立とともに同理事会は「連

合に対し発展に必要な推進力を与え、またそ

の政策の一般的指針を定める」と位置づけら

れるに至った。欧州理事会の活動は、欧州議

会の各会合において報告され、また連合が達

成した進展についての年次報告書が提出され

なければならない（国際法学会編、前掲書、

35、76、88頁；庄司克弘『EU法基礎編』岩波

書店、2003年、23頁以下、27頁以下）。

Frank Emmert (ed.), European Union
 

Law Documents, 1999, p.3.；O J 1992, C

191 at  http://eur-lex.europa.eu/en/

treaties/dat/11992M/htm/11992M.html#

0001000001.

Art.F-1：The Union shall respect the
 

national identities of its Member States,

whose systems of government are founded
 

on the principles of democracy.

Art.F-2：The Union shall respect funda-

mental rights, as guaranteed by the Eur-

opean Convention for the Protection of
 

Human Rights and Fundamental Freedoms
 

signed in Rome on4November1950and as
 

they result from the constitutional tradi-

tions common to the Member States, as
 

general principles of Community law.

O J 1997, C340 at http://eur-lex.europa.

eu/en/treaties/dat/11997M/htm/11997M.

html#0001010001.

Art. 6-1：The Union is founded on the
 

principles of liberty, democracy, respect
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for human rights and fundamental free-

doms,and the rule of law,principles which
 

are common to the Member States.

Art. 6-3：The Union shall respect the
 

national identities of its Member States.

中西優美子「欧州憲法条約草案における EU

基本権憲章」『海外事情平成15年10月号』、2003

年、38頁以下。

同宣言は前文と54か条からなる（O J 2000,

C364/01 at http://europa.eu.int/eur-lex/

pri/en/oj/dat/2000/c 364/c 36420001218

en00010022.pdf.；Jurgen Meyer (Hrgs.),

Kommentar zur Charta der Grundrechte
 

der Europaishen Union,2002,S.45ff.）。

O J 2001,C80at http://eur-lex.europa.eu/

en/treaties/dat/12001C/htm/12001C.html.

O J 2001,C80(Final Act)at http://eur-

lex.europa.eu/en/treaties/dat/12001C/

htm/C 2001080EN.007001.html

CONV 850/03 at http:：//european-con-

vention.eu.int/docs/Treaty/cv00850.en03.

pdf.；庄司克弘「欧州憲法条約草案の概要と

評価」『海外事情平成15年10月号』、2003年、

14頁以下。

ニース条約では、理事会での持票が加盟国の

人口を基準として定められた。しかし、ルク

センブルクなどの人口の少ない原加盟国から

反対を受け、同憲法条約草案は新たな二重多

数決方式に修正した。これは、多数決の際に

加盟国数の50％、人口の60％という二つの基

準を採用したものである。しかし、今度はス

ペインとポーランドが修正案に反対した。な

ぜならば、この修正案によれば、英独仏の３

国が反対した場合には、すでに人口の60％を

越えるために、事実上これらによる「拒否権」

が成立してしまい、EUが大国支配下に置か

れることになるからであった。こうして、結

果として「加盟国の55％と最低15カ国、人口

の65％、および否決には最低４カ国の反対」

という条項をもって合意がなされることとな

った（山口昌子「欧州統合の理念とは」『外交

フォーラム2004年８月号』、2004年、26頁以

下）。

O J 2004, C310/01 at http://eur-lex.eu-

ropa.eu.

Art.9-1（Ⅰ-9-1）：The Union shall recog-

nize the rights,freedoms and principles set
 

out in the Charter of Fundamental Rights
 

which constitutes PartⅡ.

Art. 10-2（Ⅰ-10-2）：The Union shall
 

accede to the European Convention for the
 

protection of Human Rights and Funda-

mental Freedoms.Such accession shall not
 

affect the Union’s competences as defined
 

in the Constitution.

Art.10-3(Ⅰ-10-3)：Fundamental Rights,

as guaranteed by the European Convention
 

for the Protection of Human Rights and
 

Fundamental Freedoms and as they result
 

from the constitutional traditions common
 

to the Member States shall constitute gen-

eral principles of the Union’s law.

Betten╱ Grief,op. cit.,p.111ff．山根裕子、

前掲ケースブック EC法、96頁以下；中村民

雄・須網隆夫『EU法基本判例集』日本評論

社、2007年、354頁以下；see, Opinion 2/94

Accession by the Community to the EHCR

［1996］ ECRⅠ-1759.

中 西 優 美 子、前 掲 論 文、43頁 以 下；

CONV354/02,6.

Art.52-2：Rights recognized by this char-

ter which are based on the Community
 

Treaties or the Treaty on European Union
 

shall be exercised under the conditions and
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within the limits defined by those Treaties.

Art.112-2（Ⅱ-112-2）：Rights recognized
 

by this charter for which provision is made
 

in other Parts of the Constitution shall be
 

exercised under the conditions and within
 

the limits defined by these relevant
 

Parts.；OJ 2004,C310/53；CONV233/02,5.

庄司克弘『国際機構』岩波書店、2006年、208

頁以下；須網隆夫、「超国家機関における民主

主義」『法律時報74巻４号』、2002年、29頁以

下。

今日においては、自由主義を否定することで

は民主主義は成り立たない。なぜならば、自

由を否定した民主制は、独裁的な性格を帯び

ることになり、ひいては民主制の否定につな

がるからである。民主制は人権の保障を本質

とする（芦部信喜『憲法（第３版）』岩波書

店、2002年、17頁、261頁）。

同書、41頁以下；佐藤幸治、『憲法（第３版）』

青林書院、1995年、58頁以下、98頁以下。

ただし、すでに戦後復興期の段階においても、

国際社会の組織化に伴って民主主義の精神や

原則が国際人権保障の分野で相当程度に実現

されてきている、との指摘がなされている（横

田喜三郎「民主主義と国際法」『民主主義の法

律原理（SE版）』所収、有斐閣、1985年（1952

年初版）、178頁以下、193頁以下、211頁）。

中原喜一郎「欧州連合と補完性の原則に関す

る一考察」『法学新報102巻３・４号』、1995

年、376頁以下。

第11条１項によれば、「連合の権限行使は補完

性及び比例性の原則によって規律される」。ま

た第３項によれば、「補完性原則に基づき、自

らの排他的権限に属しない分野において、連

合が唯一行使できるのは、提起された当該行

為が構成国の中央若しくは地域的水準では十

分に達成し得ないか、又は提起された当該行

為の規模若しくは効果を理由として連合水準

における方がよりよく達成しうる場合に限ら

れる。」

第Ⅰ部第６条によれば、「本憲法及び連合機関

がその権限内で採択した法は、構成国の国内

法に対して優越する。」

山田晟『ドイツ法律用語辞典（改訂増補版）』

大学書林、1994年、661頁。

バルテルス石川・アンナ「いわゆる「欧州憲

法草案」について」『ジュリストNo.1252』、

2003年、160頁以下、165頁。

例えば、「EU旗」および「EU国歌」は定め

ないこととされた（朝日新聞、2007年６月21

日）。

これには、欧州理事会常任議長（いわゆる EU

大統領）の新設等が挙げられる。

EUの意思決定をめぐる二重多数決方式に対

しては、依然としてポーランドが強く反対し

ている。また、その他の懸案としては、「多数

決制の適用範囲の拡大」、「EU外相の新設」等

が挙げられている。

朝日新聞、2007年７月６日。

駐日欧州委員会代表部ホームページ「改革条

約」at  http:：//jpn.cec.eu.int/union/

showpage jp union.european uinon.php

(2007/09/03).

同ホームページ「EU改革条約に関する政府

間会議開始」at  http:：//jpn.cec.eu.int/

home/news jp newsobj2366.php(2007/09/

03).

CIG1/07 at http:：//www.consilium.eur-

opa.eu/cms3 fo/showPage.asp?id＝1317&

lang＝en&mode＝g(2007/09/04).

ただし、これまで許容された事件を処理する

ために、同委員会はさらに１年間存続された

（大西直樹「欧州人権裁判所」『法の支配No.

139』、2005年、95頁）。
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松井芳郎・薬師寺公夫編『国際人権条約・宣

言集（第３版）』東信堂、2005年 ;see,http://

conventions.coe.int/Treaty/EN/Treaties/

Html/194.htm (2007/3/9).

その他の主な改正の要点としては、単独裁判

官による事件処理制度の導入、判決履行に関

する新制度の導入等が挙げられる（大西直樹、

前掲論文、96頁以下）。

Article 17：Article 59 of the Convention
 

shall be amended as follows：

1.A new paragraph 2 shall be inserted
 

which shall read as follows：“2. The Eu-

ropean Union may accede to this Conven-

tion.”

2.Paragraphs 2, 3 and 4 shall become
 

paragraphs3,4and 5respectively.

“DRAWING INSPIRATION from the cul-

tural,religious and humanist inheritance of
 

Europe, from which have developed the
 

universal values of the inviolable and in-

alienable rights of the human person,free-

dom, democracy, equality and the rule of
 

law.”

Art.2(The Union’s values)：The Union is
 

founded on the values of respect for human
 

dignity, the rule of law and respect for
 

human rights, including the rights of per-

sons belonging to minorities.These values
 

are common to the Member States in a
 

society in which pluralism,non-discrimina-

tion,tolerance,justice,solidarity and equal-

ity between women and men prevail.

It shall combat social exclusion and dis-

crimination,and shall promote justice and
 

protection, equality between women and
 

men, solidarity between generations and
 

protection of the rights of the child.

In its relations with the wider world, the
 

Union shall uphold and promote its values
 

and interests and contribute to the protec-

tion of its citizens.

1.The Union recognises the rights, free-

doms and principles set out in the Charter
 

of Fundamental Rights of7December2000,

as adapted on［...2007］,which shall have
 

the same legal value as the Treaties.

The provisions of the Charter shall not
 

extend in any way the competences of the
 

Union as defined in the Treaties.

The rights,freedoms and principles in the
 

Charter shall be interpreted in accordance
 

with the general provisions in Title VII of
 

the Charter governing its interpretation
 

and application and with due regard to the
 

explanations referred to in the Charter,

that set out the sources of those provisions.

2.The Union shall accede to the European
 

Convention for the Protection of Human
 

Rights and Fundamental Freedoms. Such
 

accession shall not affect the Union’s com-

petences as defined in the Treaties.

3.Fundamental rights, as guaranteed by
 

the European Convention for the Protec-

tion of Human Rights and Fundamental
 

Freedoms and as they result from the con-

stitutional traditions common to the Mem-

ber States, shall constitute general princi-

ples of the Union’s law.

EC条約第５条は「共同体によるいかなる行

動も、この条約の目的を達成するのに必要な

範囲を超えてはならない」と規定する。よっ

て、各構成国の合法的な経済活動の制限が正

当化されるのは，採られる措置が正当に追求

される EU全体の公共目的を達成するために
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適切かつ必要である場合に限られる（エドワ

ード＆レイン（庄司克弘訳）、前掲書、81頁以

下；see,Evelyn Ellis(ed.),The Principle of
 

Proportionality in the Laws of Europe,

1999,pp.1ff.）。

6.The Union shall pursue its objectives by
 

appropriate means commensurate with the
 

competences which are conferred upon it in
 

treaties.

In accordance with Article［Ⅰ-11］, com-

petences not conferred upon the Union in
 

the Treaties remain with the Member
 

States.

Art. 5-1：The limits of Union compe-

tences are governed by principle of confer-

ral.The use of Union competences is gov-

erned by the principles of subsidiarity and
 

proportionality.

Art.5-3：Under the principle of subsidiar-

ity, in areas which do not fall within its
 

exclusive competence, the Union shall act
 

only if and insofar as the objectives of the
 

proposed action cannot be sufficiently
 

achieved by the Member States, either at
 

central or at regional and local level, but
 

can rather,by reason of the scale or effects
 

of the proposed action,be better achieve at
 

Union level.

The institutions of the Union shall apply
 

the principle of subsidiarity as laid down in
 

the Protocol on the application of princi-

ples of subsidiarity and proportionality.

National Parliaments shall ensure compli-

ance with that principle in accordance with
 

the procedure set out in that protocol.

Under the principle of proportionality,the
 

content and form of Union action shall not

 

exceed what is necessary to achieve the
 

objectives of the Ttreaties.

ここでは国際法の法源を、従来の実定国際法

学の立場から法の発現様式または法定立の方

法および手続きという意味で、形式的法源と

して捉えることとする（經塚作太郎『現代国

際法要論（補訂版）』中央大学出版部、1992

年、71頁）。

Proces-Verbaux of the Proceedings of the
 

Advisory Committee of Jurists,1920.pp.306

ff.；住吉良人「文明国が認めた法の一般原

則」『法律論叢48巻４･５･６号』、1976年、264

頁以下；拙稿「「法の一般原則」の今日的意義

と問題点（一）」『法学新報103巻９号』、1997

年、123頁以下。

戦前の国際仲裁裁判から戦後初期の国際裁判

の分析を行ったチェンによれば、「ICJ規程第

38条１項 cの採用は、国内法体系のように、

国際法が多くの定式化されていない諸原則を

含んでいるとする見解を支持するものであ

る」。しかし「文明諸国側の承認という要素は

存在しつつも、通常の慣行の必要性は欠けて

いる（Bin Cheng,General Principles of Law
 

as Applied by International Courts and
 

Tribunals,1953,pp.23f.,29）。」

Hersch Lauterpacht,Private Law Sources
 

and Analogies of International Law,1927,

pp.3ff.,73ff.,83ff.,297；筒井若水「現代国際

法における文明の地位」『国際法外交雑誌66巻

６号』、1968年、38頁以下；拙稿「「法の一般

原則」の今日的意義と問題点（二）」『法学新

報103巻10号』、1997年、114頁以下。

拙稿「「法の一般原則」概念の変遷に関する一

考察」『法政理論39巻４号』2007年、279頁以

下。

小川芳彦「国際裁判所と法の創造」『法と政治

15巻４号』、1964年、19頁。
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Schweitzer,a.a.O.,S.101；拙稿 EUにお

ける 法の一般原則」と一般国際法の形成」『敬

和学園大学研究紀要８号』、1999年、54頁以

下。

本稿では通常の概念規定に従って、近代以降

の市民社会の出発点を資本主義社会に求め、

また近代法を近代市民法として理解する。ま

た、法の区別の標準としては修正法律関係説

に基づいて、国家統治権の発動に関する法を

公法とし、それ以外の法を私法として区別す

る（伊藤正巳・加藤一郎編『現代法学入門（第

４版）』有斐閣、2005年、85頁、210頁以下）。

拙稿「「法の一般原則」と国内法の衝突に関す

る一考察」『敬和学園大学研究紀要10号』2001

年、185頁以下。

原告は EU職員採用試験に際して本人の同意

なくエイズ検査を受けさせられた結果、陽性

であることを理由に採用を拒否された。第１

審裁判所の判決では、健康上の秘密を守る権

利がエイズ検査にのみあてはまるとして、プ

ライバシー権を限定的に解した。結果として、

裁判所は採用にあたる原告の非協力的な態度

などを理由として訴えをすべて却下し、委員

会の採用拒否決定を有効とした。控訴審では

法的争点のみが審査され、本件では検査に至

った過程が原告のプライバシー侵害にあたる

のかが争われた（山根裕子、前掲ケースブッ

ク EC法、92頁以下；Betten/Grief,op. cit.,

p.63；see, Case C-404/92P Ⅹ v Commis-

sion［1994］ ECR Ⅰ-4737）。

1950年に旧共同体設立の契機となるシューマ

ン・プランを提唱し、欧州統合の父とされた

ロベール･シューマン（Robert Schuman）に

よれば、その基本構想には民主主義とキリス

ト教という二つの柱があったとされる。そし

て、欧州がキリスト教文化に基づくことを前

提にして、政治道徳規範等を捉えようとして

いた（坂本進「欧州憲法条約と神の記載」『日

本 EU学界年報25号』2005年、238頁；金丸輝

男『ECから EUへ』創元社、1995年、18頁以

下）。

Art. 60-1（Ⅰ-60-1）：Any Member State
 

may decide to withdraw from the European
 

Union in accordance with its own constitu-

tional requirements.

Art.35-1：Any member State may decide
 

to withdraw from the Union in accordance
 

with its own constitutional requirements.

拙稿、前掲法政理論39巻４号掲載論文、304頁

以下。

Hersch Lauterpacht,The Development of
 

International Law by the International
 

Court,1958,p.166

なお、本稿脱稿後、2007年10月19日の EU非

公式首脳会議において、EU改革条約案は「リ

スボン条約（the Lisbon Treaty）」という名

称として、正式採択に向けた最終合意に至っ

た（EU News 142/2007-2007/10/19 at
 

http://www.deljpn.ec.europa.eu/home

（2007/10/30））。
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